
１　結果概要

(1) 内容

　市では、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、「第６次一般廃棄物処理基本計画」の策定を行って
います。この計画は、市内の一般廃棄物を適正かつ効率的に処理するための目指すべき方向を定めた「羅針盤」と
して策定するものです。
　このたび、計画案がまとまり、パブリック・コメント(意見募集)を実施したところ、ご意見が提出されましたの
で、結果を公表します。

(2) 募集期間 令和５年11月21日(火)から令和５年12月21日(木)まで　（31日間）

(3) 意見提出の対象者

(1) 市内に住所を有する方
(2) 市内に事務所または事業所を有する方
(3) 市内に存する事務所または事業所に勤務する方
(4) 市内に存する学校に在学する方
(5) この計画について利害関係を有する方

(4) 公表した資料 第６次朝霞市一般廃棄物処理基本計画(案)

(5) 意見提出者数及び意見数 １名、５件

２　提出された意見等

提出された意見及び意見に対する市の考えは、次ページ以降に掲載しています。

第６次朝霞市一般廃棄物処理基本計画(案)に関するパブリック・コメント(意見募集)の結果



No. ページ 見出し等 コメント 市の考え・対応
修正の
有・無

1 5

第１編　計画概要と地域特性
第１章　計画策定の趣旨
6　SDGｓの視点を踏まえた施策の
推進

地球温暖化の影響で災害も激甚化しており、第一次産業など
の経済的被害、猛暑の健康被害を考えると建前でなく本気で
取り組んでほしい問題です。この問題の調査研究を深めると
同時に、役職員にそれらの情報共有を図り、市役所内部で問
題意識を共有していただきたい。その上でSDGsの目標達成の
ために必要な減量が困難だとしっかりと市民に伝えて協力を
求め、県や国にもその事実を伝え、支援を求めることを計画
に表記してはいかがか。

環境全般や地球温暖化への対応については、朝霞市環境基本
計画や朝霞市地球温暖化対策実行計画において、現状や課題
の整理、具体的な施策について記載をしています。本計画
は、これらの計画と整合を図っており、また、庁内検討委員
会を通じて、庁内関連部署との情報共有と意見交換を行って
います。
本計画では、各施策とSDGｓの関連性を示しており、施策の
推進によりSDGsの実現を目指すこととしています。目標達成
に向けて、県や国と連携して必要な施策を実施していきま
す。

無

2 14
第１編　計画概要と地域特性
第１章　計画策定の趣旨
３　ごみ処理フロー

アンケートにもあったが、焼却以外のごみが具体的にどのよ
うにどの場所で処理されているのかイメージできない。ま
た、新焼却炉もどのようなものになるのか、場所以外書かれ
ていない。別紙で、公開できる範囲で構わないので、もう少
し具体的に教えてほしい。

ごみ処理の概要は、計画書P.14の「図2-2　ごみ処理フ
ロー」に記載しています。
また、広域処理施設の焼却炉は、ストーカ式となることは決
定していますが、詳細については、今後決定していくことに
なります。最新の情報は、朝霞和光資源循環組合のホーム
ページなどで公開される予定です。

無

3 41～49

第2編　ごみ処理基本計画
第１章　ごみ処理の現況
7　施策の評価
表2-２1　施策の実施状況及び評価

前回計画の評価について研究や調査、啓発で実施されていな
い項目があるが、なぜ実施しなかったのか理由が書かれてい
ない。

実施経過の状況を記載するように改めます。 有

4 54

第2編　ごみ処理基本計画
第3章　ごみ処理基本計画
3　ごみ減量化・資源化目標

（２）ごみ排出量等の将来予測
（推計値）と目標値との比較

数値目標の推移について、減量を目標にしているのに増加し
ているケースも見られるが、数値がどうしてそのように推移
するのか、分析がされておらず、理由がわからない。数値目
標を見ても、施策内容は啓発が主で、これほど減量できると
は思えない。たしかにアンケート結果では、ごみの減量につ
いて意識している人が驚くほど少なく、啓発が必要だと思う
が、呼びかけをするだけで意識が変わるとは思えない。

将来推計は、人口施策の効果等を考慮して行っており、これ
をもとに目標値を設定しています。
ご指摘のとおり、施策内容は啓発が主となっていますが、目
標達成には一人ひとりの行動変容が必要であり、これを促す
ための手段として、啓発は効果的であると考えております。
啓発の具体的な内容については、より効果的な方法がない
か、他市の事例等も調査しながら検討してまいります。

無

5 － その他（全般）
通常業務は計画に載せる必要があるのか、疑問に思うところ
も多くあった。もう少し簡素化できるのではないか。

通常業務を含めて、市が行う施策の全体像を示すことで、ご
み処理事業への理解が深まるものと考えております。一方
で、資料編など、冗長と思われる部分は簡素化します。

有


